
注目のキーワード「後発事象」
　日本では、多くの株式会社が6月末に株主総会を開催します。これは3月末決算の会社が多いためですが、決算日後に生じ
た事象は、会計上、主として財務諸表の注記「後発事象」として、（取締役会設置会社においては）株主総会に報告されます。
　後発事象の開示は、決算日後に生じた重要な事項について、財務諸表の利用者に情報を提供するために行われます。後発
事象は戦争・天災など外部の事象だけではなく、会社の事業再編についての合意、不祥事の発覚など、会社自身の決算日後の
事象も含みます。
　重要な後発事象は、通常は注記で開示され、決算数値には反映されない「開示後発事象」となります。ただし、財務諸表中の
数値、例えば貸倒引当金のような見積もり要素のある数値への影響が見込まれ、その影響を織り込んだ財務諸表の数値を算
定できる場合には、財務諸表の数値が修正されます。このような後発事象を「修正後発事象」と呼びます。
　例えば2026年3月期決算の会社に関して言うと、2026年のイスラエルと米国によるイランへの攻撃は2月に開始された
ので、攻撃により始まった戦闘は後発事象には当たりませんが、その後の4月の停戦合意は後発事象に当たることとなります。
　後発事象の取り扱いについては、これまで監査上の取り扱いとして定めが置かれてきましたが、そのうち会計に関する内容
を切り出し、2026年1月9日に「後発事象に関する会計基準」などが公表されました。年度決算への適用は原則2028年3月期
決算からになります。後発事象の範囲は、国際会計基準との整合性などを踏まえ、原則として会社が財務諸表の公表を承認し
た日までとされましたが、会計監査人設置会社の場合は、監査報告書日後の後発事象は財務諸表数値を修正せず、すべて開
示後発事象としての扱いをすることとされています。
　昨今の不安定性を増す世界においては、決算日から財務諸表開示までの間の事項に関する情報を与える後発事象の開示
は、重要性を増していると考えられます。財務諸表本体の数値情報だけではなく、開示情報のような質的情報にも留意するこ
とが、適切な投資行動を取るためには重要でしょう。
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　世界の株式市場では、引き続き半導体関連株が相場全体の方向性を左右する展開が続いている。日本では、相
対的に半導体関連銘柄のウェイトが大きい日経平均株価がTOPIXを遙かに凌駕するペースで上昇している。
　生成AIの急速な普及を背景に、データセンター向け投資や高性能半導体への需要は拡大を続けており、AI向け
GPUや高帯域メモリー（HBM）を手掛ける企業には高い成長期待が寄せられている。業績見通しの上方修正も相
次ぎ、半導体関連株は主要株価指数を押し上げる最大の牽引役となっている。
　一方で、市場を取り巻く環境は徐々に複雑さを増している。足元ではイラン情勢を巡る緊張の高まりを受けて
原油価格が高止まりしており、中東地域の地政学リスクが改めて意識されている。エネルギー価格の上昇は企業
収益を圧迫するだけでなく、インフレ率の押し上げ要因にもなり得る。市場では、主要中央銀行による金融緩和期
待が一転し、金融引き締め懸念が強まっている。
　特に米国では、AI関連需要の強さが景気を支える一方、インフレの粘着性や原油高を背景に長期金利が高止ま
りしている。一般に、高成長が期待される半導体関連株は金利上昇に対する感応度も高く、金利動向次第ではバ
リュエーション調整圧力が強まる可能性がある。実際、市場ではAI需要の持続性そのものを疑問視する声は少な
いものの、その成長期待をどの程度の金利水準で評価すべきかという議論が活発になっている。
　AI投資拡大という長期的な追い風は当面続くとみられるが、今後の市場は企業業績だけでなく、地政学リスク
や金融政策の変化にも左右される局面に入りつつある。半導体関連株が主役である構図に変化はないものの、そ
の上昇基調がこれまで以上に外部環境の影響を受けやすくなっている点には留意が必要だろう。 � （嶌峰 義清）
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